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出所：プロジェクト専門家作成 

注：Rは Regionの略 



 

 

対象産業クラスター対象産業クラスター対象産業クラスター対象産業クラスター 
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南部 

健康・医療観光産業クラスター 

（Health and Wellness：H&W） 
DTI-NCR（マニラ首都圏） 

ICT産業クラスター DTI-Region 4-A 

観光産業クラスター DTI-Region 4-B 

衣料品・家庭用品産業クラスター 

（Wearables and Homestyle：W&H） 
DTI-Region 5 

ビサヤ地域 

ICT産業クラスター 

DTI-Region 7  

（Region 6、8） 

健康・医療観光産業クラスター 

観光産業クラスター 

雑貨・装飾品産業クラスター 

（Gifts, Decors, and Housewares：

GDH） 

ダバオ地域 

バナナ産業クラスター 

DTI-Region 11 

マンゴー産業クラスター 

ココナッツ産業クラスター 

海藻産業クラスター 

木材産業クラスター 

鉱業産業クラスター 

観光産業クラスター 

ICT産業クラスター 

ダバオ以外の 

ミンダナオ地域 

ゴム産業クラスター DTI-Region 9 

養鶏産業クラスター DTI-Region 10 

マグロ産業クラスター DTI-Region 12 

油ヤシ産業クラスター DTI-Region 13 
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衣料品・家庭用品クラスター（Region 5）の 

現地訪問及びインタビュー 

（2 月 22 日、レガスピ） 

 
合同調整委員会（JCC）における 

協議議事録署名 
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略 語 正式名称 日本語 

BSMED 

Bureau of Small and Medium Enterprise 

Development 

(formerly Bureau of Micro, Small and 

medium Enterprise Development)  

中小企業開発局 

（以前の名称 零細中小産業開発局） 

C/P Counterpart カウンターパート 

DA Department of Agriculture  農業省 

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 

DAR Department of Agrarian Reform 農地改革省 

DENR 
Department of Environment and Natural 

Resources 
環境天然資源省 

DICCEP 
Davao Industry Cluster Capacity 

Enhancement Project  

ダバオ産業クラスター開発プロジェク

ト 

DILG 
Department of the Interior and Local 

Government  
内務自治省 

DOH Department of Health  保健省 

DOLE Department of Labor and Employment 労働雇用省 

DOST  Department of Science and Technology  科学技術省 

DOT Department of Tourism  観光省 

DTI Department of Trade and Industry  貿易産業省 

EDC Economic Development Committee 経済開発委員会 

GDH Gifts, Decors, and Housewares 雑貨・装飾品 

H&W Health & Wellness 健康産業・医療観光 

ICT 
Information and Communication 

Technology 
情報通信技術 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency  独立行政法人国際協力機構 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊 

JPEPA 
Japan-Philippines Economic Partnership 

Agreement 
日本・フィリピン経済連携協定 

LGU Local Governmental Unit 地方自治体 

M/M Minutes of Meeting  協議議事録 

MM Man Months 人/月 

MOA Memorandum of Agreement  合意文書 

MOU Memorandum of Understanding  覚書文書 

NCR National Capital Region マニラ首都圏 

NEDA 
National Economic and Development 

Authority 
国家経済開発庁 

NICCEP 
National Industry Cluster Capacity 

Enhancement Project  

全国産業クラスター能力向上プロジェ

クト 
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NPMO National Project Management Office  
ナショナル・プロジェクト・マネジメン

ト・オフィス 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OECD 
Organization for Economic Cooperation 

and Development 
経済協力開発機構 

PCM Project Cycle Management  プロジェクト・サイクル・マネジメント 

PD Provincial Director  州局長 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PDP Philippine Development Plan フィリピン開発計画 

PEDP Philippine Export Development Plan フィリピン輸出開発計画 

PO Plan of Operations 活動計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

RD Regional Director  地方局長 

RDC Regional Development Council  地方開発協議会 

RO Regional Offices 地方事務所 

ROG 

Regional Operations Group 

(formerly Regional Operations and 

Development Group [RODG]) 

地方事業局 

（以前の名称 地方事業・開発局） 

SMART 
specific, measurable, attainable, 

relevant, and time-bound 

目標の5基準（具体的で、測定可能で、

達成可能で、妥当で、期限が明確な目標

設定） 

SMERA SME Roving Academy 中小企業ロービング・アカデミー 

SPMO Satellite Project Management Office 
サテライト・プロジェクト・マネジメン

ト・オフィス 

SSF Shared Service Facilities 共同サービスファシリティ 

TESDA 
Technical Education and Skills 

Development Authority  
技術教育技能開発庁 

W&H Wearables and Homestyle 衣料品・家庭用品 
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１．案件の概要 

国名：フィリピン共和国 案件名：全国産業クラスター能力向上プロジェクト 

分野：民間セクター開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部 協力金額：約 2 億 5,000 万円 

協力期間：（R/D：2011 年 11 月 22 日） 

2012 年 2 月～2015 年 3 月 

（3 年間 2 カ月） 

先方関係機関： 

貿易産業省（Department of Trade and Industry：DTI） 

日本側協力機関： 

ユニコインターナショナル株式会社 

他の関連協力： 

ダバオ産業クラスター開発プロジェクト（DICCEP） 

（2007～2010 年） 

１－１ 協力の背景と概要 

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）政府は、中期開発計画（2011～2016 年）

において、産業の競争力強化、経済成長の加速化、貧困削減、雇用の創出のために、中期目標

の 1 つとして「生産性・効率性向上」を掲げており、このための施策として「中小零細企業支

援」並びに「産業クラスター・アプローチの活用」を重視している。 

JICA は、上記中期計画に基づいて産業振興関連施策を調整・統括する中心的立場にある貿

易産業省（Department of Trade and Industry：DTI）に対して 2007 年 10 月～2010 年 6 月にかけ

て、フィリピン・ミンダナオ島のダバオをプロジェクトサイトとした「ダバオ産業クラスター

開発プロジェクト（Davao Industry Cluster Capacity Enhancement Project：DICCEP）」を実施した。

DICCEP において、ダバオを管轄する DTI-Region 11（DTI 地方事務所の 1 つ）の産業クラス

ター・アプローチの実践に係る能力強化を行ったところ、プロジェクト対象各クラスターの現

場レベルで具体的な成果の発現が確認され、産業クラスター・アプローチ推進に係るグッドプ

ラクティスとしてフィリピン国内において高い評価を得た。 

この成功を受け、DTI は、産業クラスター・アプローチの推進手法を他の地域に展開すると

ともに、ダバオにおいても DICCEP で実施した活動を継続的に発展させ、将来にわたって産

業クラスター・アプローチを全国レベルで継続的に発展・展開させることができるよう技術協

力プロジェクトを要請した。このような背景から、本プロジェクト「全国産業クラスター能力

向上プロジェクト（National Industry Cluster Capacity Enhancement Project：NICCEP）」は、産業

クラスター・アプローチ

1
のモデルを全国各地で実践し、産業振興の手段として同アプローチ

を展開、拡大、強化するために必要な DTI の能力を向上することを目的として、2012 年 2 月

から開始された。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、ルソン地域、ビサヤ地域、ミンダナオ地域における産業クラスターモデ

                                                        
1 特定の産業分野における相互に関連する企業、その分野に専門性をもつ資材・原料供給産業、サービス産業、周辺産業と、

それに関連する機関・団体（大学、研究機関、試験機関、業界団体など）の連携や協力関係を強化し、産業集積の推進と活

用を図りつつ、産業競争力を強化するアプローチ 



 

ii 

ルの確立並びに同アプローチの促進、主流化を目的とした業務実施上のワークフローの計画及

び実践を通じて、産業クラスター・アプローチを全国展開させるための DTI のナショナルキ

ャパシティ

2
が構築され、フィリピンの産業振興に資することを目的とする。 

 

（1）上位目標：産業育成のツールとして、産業クラスター・アプローチが全国各地で実践（複

製）される。 

 

（2）プロジェクト目標：産業振興を目的とした持続可能かつ複製可能な産業クラスター・ア

プローチを発展させながら展開させるための DTI のナショナルキャパシティが構築され

る。 

 

（3）成果 

1）産業クラスター・アプローチを促進し主流化するための実践的かつ持続的な業務実施

上のワークフローが DTI によって計画され、実践される。 

2）ルソン地域、ビサヤ地域、ダバオ以外のミンダナオ地域において、産業クラスター・

アプローチのパイロットモデルが確立される。 

3）ダバオにおいて、他地域にとって参考となるような産業クラスター・アプローチの深

化（発展）モデルが確立される。 

 

（4）投入 

1）日本側：総投入額 約 2 億 5,000 万円 

専門家派遣：専門家 4 名（40.46 人/月） 本邦研修：65 名 

現地経費の支出：約 3,470 万円 

2）フィリピン側： 

カウンターパートの配置        執務室の便宜供与 

プロジェクト経費の支出（クラスター活動費、会議費等） 

２．評価調査団の概要 

調査者 ＜日本側＞ 

担当分野 氏 名 所 属 

団長 上田 隆文 JICA 国際協力専門員（民間セクター開発） 

協力企画 三島 健史 
JICA 産業開発・公共政策部 

民間セクターグループ第一チーム 副調査役 

クラスター開発 佐藤 千惠 
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2 対象各クラスターの現場で得られた経験を吸い上げ、取りまとめ、人材の育成・動員や、情報媒体の作成といった必要と判

断される活動を用いて、全国に普及するための、DTI 本省（ナショナルレベル）の機能 
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＜フィリピン側＞ 

氏 名 所 属 

Ronnel B. Ruanes 
産業貿易省 リソース・ジェネレーション及びマネジメン

ト・サービス局 産業貿易シニアスペシャリスト 
 

調査期間：2015 年 2 月 8 日～2015 年 2 月 27 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成状況 

終了時評価調査時において、成果指標の達成度、プロジェクト関係者（日本人専門家や

C/P、クラスターメンバーなど）の各成果の達成度に関する認識、調査団の所見にかんが

みて、3 つの成果はすべておおむね達成または達成済みとなっている。以下に各成果の達

成度をまとめる。 

成果 1 産業クラスター・アプローチを促進し主流化するための実践的かつ持続的な業

務実施上のワークフローが DTI によって計画され、実践される：おおむね達成 

産業クラスター・アプローチを促進し、主流化するために、1）産業クラスターが活動

実施のために利用できるリソース（人的資源、財源、物理的資源）の情報収集・分析（指

標 1-1）、2）ワークフローの策定（指標 1-2）、3）ワークフローに基づく活動の実施及び

モニタリングが実施された（指標 1-3、1-4）。これらの活動実施の結果、DTI 本部におけ

るナショナル・プロジェクト・マネジメント・オフィス（National Project Management 

Office：NPMO）及び DTI 地方事務所におけるサテライト・プロジェクト・マネジメント・

オフィス（Satellite Project Management Office：SPMO）が設置され、産業クラスター・ア

プローチ促進業務における報告・モニタリング体制が DTI 内で整った。加えて、産業振

興に向けた連携を強化することを目的とした関連省庁との覚書文書（Memorandum of 

Understanding：MOU）が締結されるとともに、産業クラスターの支援に関する決議が地

方開発協議会（Regional Development Council：RDC）とほとんどの産業クラスターの間で

承認され、産業クラスター・アプローチを促進する制度的枠組みがおおむね構築された。

また、DTI は、クラスター管理の好事例や産業クラスター形成のためのガイドラインをま

とめた「クラスター管理運営マニュアル：経験・教訓・グッドプラクティス集」や「中期

活動計画（2015～2016 年）」を現在策定しており、プロジェクト終了後の活動実施に向け

た取り組みを進めている。 

 

成果 2 ルソン地域、ビサヤ地域、ダバオ以外

3
のミンダナオ地域において、産業クラス

ター・アプローチのパイロットモデルが確立される：達成 

産業クラスター・アプローチのパイロットモデルを確立するために、各産業クラスター

を対象に 4 つの能力強化支援モジュール（①クラスター・アプローチの理解、②戦略的ビ

ジネス計画の策定、③活動計画の策定、④定期的なモニタリングの実施）を使ったワーク

ショップが実施され、その結果、ルソン地域、ビサヤ地域、ミンダナオ地域（ダバオを除

                                                        
3 ダバオは DICCEP の対象地域であり、ダバオの 8 つの対象クラスターの活動については成果 3 の下で実施され

ている。 
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く）において 16 の産業クラスターが組織化された（指標 2-1）。16 クラスターのうち 13

クラスターでは、策定された活動計画どおりにクラスター活動が実施された。その残りの

クラスターでは、クラスター活動費の多くを日本側からの資金に大きく依存していたり、

大学や DTI 以外の政府機関との連携が限られていたりするケースが確認されたものの、

これらのクラスターの経験も踏まえ、DTI は産業クラスター・アプローチを複製するため

の多くの教訓を得た（指標 2-2）。本プロジェクトでは、DICCEP から支援を受けているダ

バオのクラスターや 16 クラスターの経験を、ワークショップや NICCEP のウェブサイト、

DTI が出版している NICCEP 新聞等を通じて、他のクラスターメンバーや関係機関、民間

企業等に共有している（指標 2-3）。 

成果 3 ダバオにて、他地域にとって参考となるような産業クラスター・アプローチの

深化（発展）モデルが確立される：達成 

産業クラスターの発展モデルを確立するため、DICCEP で形成された 8 つのクラスター

を対象に、4 つのモジュールを使ったワークショップが実施された。ダバオのクラスター

の多くでは、バリューチェーンの上流から下流にかけてより多くの関係者を巻き込んだ活

動や（バリューチェーンの縦の広がりの強化）、大学、産業、関連政府機関との連携を強

化する活動が行われ（バリューチェーンの横の広がりの強化）、積極的にクラスター活動

が展開されている（指標 3-1）。8 つの産業クラスターの経験から得られた教訓は、DTI が

現在策定中の「クラスター管理運営マニュアル：経験・教訓・グッドプラクティス集」に

まとめられる予定である（指標 3-2）。 

 

（2）プロジェクト目標 産業振興を目的とした持続可能かつ複製可能な産業クラスター・ア

プローチを発展させながら展開させるための DTI のナショナルキャパシティが構築され

る：達成見込みは高い 

プロジェクト終了時までに、プロジェクト目標が達成される見込みは高い。DTI はプロ

ジェクト終了後に向けて産業クラスター・アプローチ展開の中期計画を策定している。ま

た、全国的に 6 つの優先産業クラスターを特定し、ナショナル産業クラスターコーディネ

ーターを任命するなどの取り組みを進めていることから、産業クラスター・アプローチの

推進へ向けた DTI のコミットメントと DTI の実施能力の強化がうかがえる。 

プロジェクト対象地域では、ミマロパ（Region4-B の観光クラスター）とマニラ首都圏

（NCR の健康・医療観光クラスター）を除くすべての地域において、産業クラスター・

アプローチは産業開発のための有益なツールとして RDC に承認された（指標 1）。加えて、

24 の対象クラスター（成果 2 の 16 クラスターと成果 3 の 8 クラスターの合計）のうち 23

のクラスターでは、今後もクラスター活動を続けるコミットメントが表明された（指標

2）。また、特にダバオにおいて、クラスター間での連携も行われている（指標 3）。成果 1

の達成度でみたとおり、DTI は産業クラスター振興のための制度的枠組みの基盤を確立し

ており、「クラスター管理運営マニュアル：経験・教訓・グッドプラクティス集」を策定

中である（指標 4）。これらのプロジェクト実績は、産業クラスター・アプローチを発展

させながら、展開させるための確固たる土台となっている。 
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３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：非常に高い 

本プロジェクトの妥当性は「非常に高い」と評価される。本プロジェクトは、「フィリ

ピン開発計画 2011～2016 年（PDP）」に沿う内容である。雇用創出と貧困削減を実現する

「包摂的な成長」を達成するために、PDP では特に中小零細企業支援の強化と産業クラス

ター開発の展開を重点分野としており、プロジェクトの内容と整合性が高い。また、本プ

ロジェクトは、「中小零細企業開発計画 2011～2016 年」や「フィリピン輸出開発計画 2014

～2016 年」などの他の政策文書にも合致する内容であるのに加え、プロジェクトの取り

組みは、現政権の優先プログラムである「製造業再生プログラム」のなかにある SME 開

発やイノベーションコンポーネントにも取り込まれている。さらに、わが国の対フィリピ

ン国援助政策の内容に合致している。 

 

（2）有効性：やや高い 

本プロジェクトの有効性は「やや高い」と評価される。プロジェクトの 3 つの成果は、

プロジェクト目標達成のために必要な要素をすべて網羅しており、プロジェクト実施の結

果、3 つの成果は達成され、プロジェクト目標（「産業振興を目的とした持続可能かつ複

製可能な産業クラスター・アプローチを発展させながら展開させるための DTI のナショ

ナルキャパシティが構築される」）はプロジェクト終了までに達成される見込みである。

総合的にみて、本プロジェクトは、多岐にわたる特筆すべき成果を特に現場レベルで産出

している。他方、今後の産業クラスター・アプローチの強化と複製のため、DTI が、クラ

スターの幅広いニーズを分析し、必要に応じて政策対応を行う実践的なメカニズムと、ク

ラスターアドバイザーとコーディネーターの能力強化メカニズムを確立すれば、さらなる

発展が期待される。 

 

（3）効率性：高い 

プロジェクトの効率性は「高い」と評価される。投入はおおむね計画どおりに実施され、

3 つの成果の達成に向けた活動実施に適切に活用された。プロジェクト活動は、大きな遅

れもなくおおむね計画どおりに実施されており、すべての活動が完了しているか、または

協力期間終了時までには完了する予定である。プロジェクトの効率性は、1）効果的な産

官学連携、2）効果的なプロジェクト管理、3）効果的な技術移転と DICCEP での教訓の活

用、4）産業クラスター・アプローチ推進に対する DTI のコミットメント、5）民間セク

ターの積極的な関与、6）日本の他の援助スキームとのシナジー効果によって高められた。

クラスター活動予算額のなかで、日本側の支援分は全体のわずか 10％にすぎず、クラス

ター関係者から動員されたさまざまなリソース（人的資源、財源、物的資源等）は、プロ

ジェクトの効率性を高めただけでなく、各産業クラスターの持続性を高めることにも大い

に貢献した。 

 

（4）インパクト：高い 

プロジェクトのインパクトは「高い」と評価される。上位目標（「産業育成のツールと

して、産業クラスター・アプローチが全国各地で実践（複製）される」）がプロジェクト
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終了後 3 年の間に達成される可能性は高いと考えられる。産業クラスターの複製プロセス

は既にいくつかの DTI 地方事務所によって開始されている（指標 1）。例えば、ダバオ地

域では、プロジェクト対象の 8 つのクラスターに加えて新たに 8 つのクラスターが形成さ

れ、新しい産業クラスターメンバーは、クラスターアドバイザーやコーディネーターがフ

ァシリテーションをする 4 つのモジュールのワークショップに参加している。NICCEP で

支援したクラスターも活動の継続をコミットしており（指標 2）、DTI 本省もナショナル・

クラスター・コーディネーターを任命しクラスター・アプローチの適用拡大を行う予定で

ある（指標 1、指標 2、指標 3）。また、プロジェクトの間接的な正の効果として、クラス

ター活動の実施が、先住民や伝統的な漁業コミュニティなどの脆弱な社会グループの経済

状況の改善に貢献している。 

 

（5）持続性：やや高い 

本プロジェクトの持続性は「やや高い」と評価される。政策・制度面では、本プロジェ

クトは、フィリピンの主要開発政策に合致しており、現時点では、クラスター開発による

生産性向上に関するフィリピンの政策の方向性が大きく変わる見込みはなく、政策・制度

面の持続性は高い。組織面ではプロジェクトで構築された NPMO や SPMO などの機能は

プロジェクト終了後も維持される見込みである。財政面ではクラスター開発はフィリピン

政府の優先プログラムの 1 つである「製造業再生プログラム」のなかに統合され、産業ク

ラスター活動にかかわる予算は同プログラムや DTI の既存プログラム〔共同サービスフ

ァシリティプログラム（Shared Service Facilities：SSF）や中小企業ロービング・アカデミ

ープログラム（SME Roving Academy：SMERA）等〕から支出される見込みでるが、活動

全体に対する JICA からの支援割合が高かったクラスターについては財政面での活動継続

に関して懸念も残る。技術面では、本プロジェクトでは、44 名のクラスターアドバイザ

ーと 76 名のクラスターコーディネーターに研修が実施され、関係者へのインタビューに

よると、関係組織の中核人材への能力育成が十分に行われたとのことであり、持続性は高

い。現場レベルで生じているさまざまな成果からかんがみても、本プロジェクトと

DICCEP の実施を通じて、産業クラスター・アプローチ促進のための DTI の技術的な能力

は確実に向上されたといえる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

・DICCEP の教訓活用：DICCEP の教訓を活用し、SMART
4
な計画立案の重要性を強調し

たことが、クラスター活動実施の成功につながった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・クラスター関係者間の効率的な協力と連携：さまざまな政府機関が提供するサービス

やプログラムが非常に効果的に組み合わされたことで相乗効果が発揮され、クラスタ

ー活動が円滑に実施された。関係者間の協力を促進するため、官側からの代表機関の

                                                        
4 具体的で、測定可能で、達成可能で、妥当で、期限が明確な目標設定 
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選出にあたっては、必要に応じて、DTI がサポート役にまわることで、対象産業の専門

政府機関や地域開発の文脈で主要な意思決定機関である地方開発協議会が、官の代表

としての役割を果たせるようにした。 

・産業全体を考えられる民間セクター代表者の主導によるクラスター活動の実施：民間

セクターの積極的な関与がクラスター活動の成功には欠かせないことから、本プロジ

ェクトではクラスターの議長として民間セクターから代表者が選出された。 

・産業クラスター・アプローチ推進に対する DTI のコミットメント：産業クラスター・

アプローチの推進に対するDTIの積極的な取り組みがプロジェクトの実施を促進した。

また、DTI がファシリテーション役に徹するなどの工夫もみられ、他の政府機関や民間

セクターのイニシアティブを発揮させることにつながった。 

・クラスター計画の合意形成：クラスターの戦略へ向けて綿密な合意形成をしたことが、

円滑なクラスター活動実施とさまざまな関係者からのリソースの動員を可能にした。 

・効果的なプロジェクト管理：各レベル（中央・地域・クラスター）で、定期的な会合

が実施され、円滑なコミュニケーションが行われた。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

・特になし 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・産業クラスターの関連省庁からの代表者の異動：研修やモジュールワークショップに

参加した政府機関の代表の人事異動が円滑なプロジェクト実施に影響を与えたが、DTI

本省や民間企業、JICA 専門家の調整により、結果的には目標達成に大きく影響しなか

った。 

・自然災害の発生：プロジェクト期間中に発生した超大型台風（2013 年の台風ヨランダ

等）の影響で、クラスター活動が遅れざるを得ない状況に追い込まれたクラスターも

あった。 

・地理的制約：クラスターメンバーがいくつかの島に点在するビサヤでは、クラスター

活動の調整が困難であった。 

 

３－５ 結論 

日本・フィリピン両国の調査団から構成された合同評価調査団は、上記のおおむね「高い」

と判断された評価調査結果をもって、プロジェクト目標である、産業振興を目的とした持続可

能かつ複製可能な産業クラスター・アプローチを発展させながら展開させるための DTI のナ

ショナルキャパシティは構築されたと評価できる。プロジェクトを予定どおり 2015 年 3 月で

終了することが適切と判断する。 

 

３－６ 提言 

（1）クラスター形成・活動や他の事例に関する徹底分析 

既存クラスターや今後形成されるクラスターのパフォーマンスを高めるには、他の事例
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などとの比較（ベンチマーキング）していく必要があり、そのためには、グッドプラクテ

ィスやフィリピンに適用可能な他の手法・技術の徹底分析が有効であると考えられる。

DTI はフィリピン国内のクラスター事例を活用して「クラスター管理運営マニュアル」を

策定中ではあるが、調査団は、DTI が、他国のクラスター形成・活動の事例や、フィリピ

ンのクラスター活動に適用できる産業振興の新たな手法・技術についても、事例研究を進

めていくよう提言する。 

 

（2）継続的な人材育成制度の構築 

クラスターアドバイザーとコーディネーターには、他のクラスターメンバーとの人脈構

築や、産業について深い理解が必要であり、講義形式の研修だけでは得られないスキルや

知識が求められる。新たなアドバイザーやコーディネーターを今後育成するには、経験豊

富なアドバイザーとコーディネーターの指導による OJT を通じ、実践の経験を積む必要

がある。プロジェクト終了後の新たなアドバイザーやコーディネーターの能力強化は、

DICCEP と NICCEP を通じて経験を得た DTI の人材によるところが大きいため、DTI 内で

の新しいアドバイザーやコーディネーター向けの OJT メカニズムの確立が重要である。 

 

（3）政策立案の基礎としての産業クラスター・アプローチの活用と DTI 内部での協力や関

係機関との協力の推進 

産業クラスター・アプローチを通じて明らかになった産業のニーズは、新たな産業政策

立案の基礎として活用できる可能性があることから、調査団は、DTI がクラスターのニー

ズと既存の支援サービスやプログラムの間のギャップを分析し、必要に応じてそのギャッ

プを埋めるような新たなプログラムを立ち上げることを提言する。加えて、中央レベルで

は、民間セクターへの支援を行うにあたり、DTI 内部及びその他の省庁との調整をより効

率的に行うことが重要である。 

 

（4）関係機関からのさらなるリソースの動員 

ほとんどのクラスターでは、DTI や他の関係者から資源を効率的に動員しているもの

の、いくつかのクラスターは日本側からの資金投入に大きく依存していた。すべてのクラ

スターの持続性を確保するため、調査団は、DTI がこれらのクラスターで資金動員が十分

にできなかった理由を分析したうえで対応策を考えることを提案する。 

 

３－７ 教訓 

（1）産業クラスター・アプローチの簡素化の重要性 

本プロジェクトのワークショップで利用された教材や分析ツールは、シンプルでわかり

やすいものであり、参加者が計画を具体的な戦略ビジネス計画や実行計画について合意形

成を図り、実施に移すのに役に立った。多岐にわたる関係者を対象にする活動では、アプ

ローチやコンセプトのわかりやすさを追求することが非常に重要である。 

 

（2）合意形成に必要とされる一定の時間への配慮 

本プロジェクトでは、産業に影響を与える問題の分析や、問題解決のための戦略立案の
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プロセスに当初の予定よりも時間をかけた。計画段階での合意形成は、関係者のオーナー

シップを高め、クラスター活動への参加に大きく影響する最も重要なステップの 1 つであ

るため、合意形成のためには十分な時間を確保しておくことが重要である。 

 

（3）民間主導のイニシアティブを推進するためのメカニズムの構築 

本プロジェクトでは、活動が順調に進んでいるクラスターの多くは民間セクターの積極

的な参加がみられた。クラスター活動が持続的に継続されるには、民間セクターがクラス

ター活動を主導できる、または、活動実施のイニシアティブをとれるようなシステムの構

築が重要である。 
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第１章第１章第１章第１章    終終終終了時評価調査の概要了時評価調査の概要了時評価調査の概要了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の背景と目的 

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）政府は、フィリピン開発計画（Philippine 

Development Plan：PDP 2011～2016）において、産業の競争力強化、経済成長の加速化、貧困削減、

雇用の創出のために、中期目標として、1）ビジネス環境整備、2）生産性・効率性向上、3）消費

者満足度の向上（商品・サービスの品質向上）を掲げており、特に 2）生産性・効率性向上に資す

るために「中小零細企業支援」及び「産業クラスター・アプローチの活用」を重視している。 

フィリピンにおいて、上記中期計画に基づいて中小企業向け諸施策を調整・統括する立場にあ

るのは貿易産業省（Department of Trade and Industry：DTI）であるが、JICA は 2007 年 10 月から

2010 年 6 月にかけて、ミンダナオ島のダバオをプロジェクトサイトとして「ダバオ産業クラスタ

ー開発プロジェクト」（Davao Industry Cluster Capacity Enhancement Project：DICCEP）を実施し、

DTI-Region XI（DTI の出先機関でありダバオの中小企業振興を所掌）の産業クラスター・アプロ

ーチの実践に係る能力強化を行った。DICCEP では、特にプロジェクト対象各クラスターの現場

レベルで具体的な成果が発現し、DTI による産業クラスター・アプローチ推進のグッドプラクテ

ィスとしてフィリピン国内において認識され高い評価を得た。DICCEP の成功を受け、DTI は、

産業クラスター・アプローチの推進手法を他の地域に展開するとともに、ダバオにおいても

DICCEP で実施した活動を継続的に発展させ、将来にわたって産業クラスター・アプローチを全

国レベルで継続的に発展・展開させることができるよう技術協力プロジェクトを要請した。 

同要請を受け、JICA は、2010 年に協力準備調査、2011 年に補足調査を実施し、これら一連の

調査結果に基づき、2011 年 11 月に本プロジェクト「全国産業クラスター能力向上プロジェクト」

（National Industry Cluster Capacity Enhancement Project：NICCEP）の実施に係る討議議事録（Record 

of Discussions：R/D）が署名された。 

本終了時評価調査は、同 R/D に基づいて、プロジェクト活動の実績・成果を評価、確認すると

ともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導

くことを目的として、実施された。 

 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

（1）調査団の構成 

調査の実施にあたっては、以下のメンバーからなる合同評価調査団を形成し、日本・フィ

リピン国側双方による合同評価を行った。調査団のメンバーは以下のとおりである。 

 

1）日本側 

担当分野 氏 名 所 属 

団長 上田 隆文 JICA 国際協力専門員（民間セクター開発） 

協力企画 三島 健史 
JICA 産業開発・公共政策部 

民間セクターグループ第一チーム 副調査役 

クラスター 

開発 
佐藤 千惠 （有）ビズテック 代表取締役社長 静岡大学大学院客員教授 

評価分析 鹿糠 説子 （有）アイエムジー アナリスト 
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2）フィリピン側 

氏 名 所 属 

Ronnel B. Ruanes 
産業貿易省 リソース・ジェネレーション及びマネジメント・

サービス局 産業貿易シニアスペシャリスト 

 

（2）調査の日程 

本合同調査は 2015 年 2 月 8 日（日）から 2015 年 2 月 27 日（金）の日程で実施された（評

価調査日程の詳細は、付属資料 3. Annex.1 を参照）。 

 

１－３ プロジェクトの概要 

協力期間：2012 年 2 月～2015 年 3 月（約 3 年間） 

相手国関連機関：貿易産業省（DTI）地方事業局（Regional Operations Group：ROG） 

対象地域：バンサモロを除くフィリピン全土 

（対象クラスターは冒頭の調査対象地域地図を参照） 

対象者： 

1）DTI-ROG 及び DTI-Region 3、DTI-Region 4-A、DTI-Region 7、DTI-Region 11、

DTI-Region-12 

2）ダバオ地方を除くルソン、ビサヤ、ミンダナオの 16 のパイロットクラスター 

3）ダバオ地方の DICCEP 対象 8 つのクラスター 

上位目標：産業育成のツールとして、産業クラスター・アプローチが全国各地で実践（複

製）される。 

プロジェクト目標：産業振興を目的とした持続可能かつ複製可能な産業クラスター・アプ

ローチを発展させながら展開させるための DTI のナショナルキャパシティが構

築される。 

成果： 

1）産業クラスター・アプローチを促進し主流化するための実践的かつ持続的な業務実施

上のワークフローが DTI によって計画され、実践される。 

2）ルソン地域、ビサヤ地域、ダバオ以外のミンダナオ地域において、産業クラスター・

アプローチのパイロットモデルが確立される。 

3）ダバオにおいて、他地域にとって参考となるような産業クラスター・アプローチの深

化（発展）モデルが確立される。 

活動： 

［成果 1 の活動］ 

1）DTI 及び関係組織の、産業クラスター・アプローチを促進していくための現在の機能・

能力及び人的・資金リソースを精査する。 

2）活動 1-1 の結果に基づき、産業クラスター・アプローチを促進するために必要十分な

人的・資金リソースの投入を担保した業務実施上のワークフローを計画する。 

3）ワークフローを実施するとともに、ワークフローの継続的な改良のためにワークフロ

ー実施の進捗状況をモニタリングする。 
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［成果 2 の活動］ 

1）ルソン地方、ビサヤ地方、ダバオ以外のミンダナオ地方における産業クラスターにつ

いて調査を実施し、産業クラスター強化の観点から同地方における産業クラスターの現

状・ポテンシャル・阻害要因を把握する。 

2）産学官出身の産業クラスターのコアメンバーが、彼らの所属する産業クラスターを強

化するための活動を企画・実施できるようになるためのトレーニングを実施する。 

3）産学官出身の産業クラスターのコアメンバーが、彼らの所属する産業クラスターを強

化するためのクラスター活動を取りまとめ、同活動を計画・実施することをサポートす

る。 

4）上記活動をモニタリングし助言を与えるとともに、計画・実施能力をより改善するた

めのワークショップを定期的に実施する。 

［成果 3 の活動］ 

1）ダバオ地方におけるプロジェクト対象産業クラスターが実施中の活動を確認・分析す

るとともに、産業クラスターをより強化するための発展活動を、彼らが計画することを

支援するために、定期的にワークショップを実施する。 

2）上記において計画された活動を実施するために必要となる組織を形成することを支援

するとともに、同組織が上記で計画された活動を実施することを支援する。 

3）クラスター活動をモニタリングし、活動を改善・強化するため指導・助言を与えると

ともに、計画・実施能力をより改善するためのワークショップを定期的に実施する。 
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第２章第２章第２章第２章    終了時評価調査の方法終了時評価調査の方法終了時評価調査の方法終了時評価調査の方法 

 

２－１ 終了時評価調査の視点と方法 

本終了時評価では、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年）を指針として、評価調

査を実施した。 

（1）終了時評価調査の視点 

終了時評価の主な目的は、それまでの実績を確認のうえで、プロジェクト目標がプロジェ

クト終了時までに達成されるかを総合的に検証することである。終了時評価では、プロジェ

クト終了後の普及実施体制に係る検討が重要なポイントの 1 つになる。プロジェクト終了後

にも、実施機関がプロジェクトの成果を定着させ、持続できるか、上位目標の達成及び持続

性の確保にはどのような対応が必要か、何が必要か、といった点を検証する。 

 

（2）終了時評価調査の方法 

本終了時評価では、以下の手順によって評価調査を実施した。 

1）最新版のプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づ

き、プロジェクトの実績を確認する（PDM は、付属資料 3. Annex.2 を参照）。 

2）プロジェクト目標の達成見込み、及び上位目標がプロジェクト終了から 3 年から 5 年の

間に達成される見込みを確認する。 

3）実施プロセスを検証し、プロジェクトの活動実施及び成果産出に貢献した要因または阻

害した要因を分析する。 

4）評価 5 項目（妥当性、効率性、有効性、インパクト、持続性）の観点から、現状・実績

に基づき、包括的に評価を実施する。 

5）プロジェクト関係者との協議を踏まえ、プロジェクトの終了時までに実施すべきこと、

また、終了後に実施すべきことに関する提言を作成する。 

 

表－１ 評価 5 項目 

妥当性 

プロジェクト目標や上位目標がフィリピン政府の開発政策やわが国の援助政策

と整合性がとれているか、裨益者のニーズやそのニーズに対するアプローチは適

切であったかなど、プロジェクトの妥当性について評価する。 

有効性 
プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに達成されるか、また、プロジェク

ト目標の達成が成果の達成によって引き起こされたのかを評価する。 

効率性 

プロジェクトの投入実績と成果産出の達成度を考慮し、プロジェクト投入がどの

ように効率的に成果に転換されたのか、投入のタイミング、質、量の観点から投

入と成果の関係を検証する。 

インパクト 

プロジェクト終了後 3 年から 5 年の間に上位目標が達成される見込み、プロジェ

クト実施により直接的・間接的にもたらされたプラスまたはマイナスの変化の有

無を検証する。 

持続性 

制度面、組織面、財務面、技術面から、プロジェクト終了後、フィリピン側で、

プロジェクトで発現した効果がどのように持続し、さらに拡大していくかについ

て検証する。 
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２－２ 情報収集手段 

終了時評価調査では、既存資料レビュー、質問票調査・インタビュー調査、現地調査により、

情報・データを収集した。 

（1）既存資料のレビュー 

本プロジェクトに関する報告書（協力準備調査報告書、詳細計画策定報告書、中間レビュ

ー報告書等）、プロジェクト作成資料（研修資料、事業進捗報告書等）産業クラスター促進

のために DTI が作成した資料各種（NICCEP 新聞、中期計画等）フィリピン政府の開発政策

文書、日本政府の対フィリピン援助政策文書等のプロジェクト関連資料を収集、分析し、基

礎情報についてまとめた。 

 

（2）質問票調査・インタビュー調査の実施 

日本人専門家及びカウンターパート（Counterpart：C/P）に対して質問票を作成及び事前配

付したうえで、関係者に個別インタビュー調査を行い、追加情報の収集と分析を行った（イ

ンタビュー対象者リストは、付属資料 3. Annex.4 を参照）。 

 

（3）対象クラスターへの訪問 

本プロジェクトの対象クラスター（ツゲガラオ地域の乳製品クラスター及びレガスピ地域

の衣料品・家庭用品クラスター）を訪問し、DTI 職員やクラスター関係者に本プロジェクト

のアプローチの有効性やプロジェクト実施による現場へのインパクトに係る聞き取りを行

った。 
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第３章第３章第３章第３章    プロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセス 

 

３－１ 投入の実績 

（1）日本側の投入 

1）専門家の派遣 

プロジェクト実施に必要な専門分野である 1）総括/産業クラスター振興、2）副総括/研

修ワークショップ計画・ファシリテーション、3）業務調整/クラスター活動モニタリング、

4）地域ブランド開発/商品開発において、日本人専門家 4 名が派遣された（日本人専門家

のリストは、付属資料 3.Annex.5 参照）。プロジェクト開始時からの派遣期間合計は 1,214

日（40.46 人/月）である。 

2）本邦研修 

中央・地方レベルの C/P、民間セクターや大学のクラスターメンバーを含むプロジェク

ト関係者に対し合計 4 回の本邦研修を実施した（付属資料 3. Annex.6 を参照）。 

 

表－２ 本邦研修概要 

 研修期間 
参加者 

研修タイトル 
対象グループ 人数 

1 2013 年 8 月 25 日

～9 月 7 日 

Region 5 

（衣料品・家庭用品） 

12 名 天然素材を利用した商品の日本市場の

調査 

2 2014 年 5 月 11 日

～5 月 17 日 

Region 4A 

（ICT クラスターメンバー） 

14 名 カラバルゾン ICT クラスターリーダー

向けの能力強化プログラム 

3 2014 年 11 月 5 日

～11 月 15 日 

DTI 職員及び 

民間セクター 

18 名 女性起業家によるビジネス開発 

4 2014 年 12 月 6 日

～12 月 17 日 

DTI 職員 21 名 日本政府の地方産業クラスター開発支

援システム・イニシアティブ 

合計 65 名  

 

3）現地活動費の支出 

プロジェクトの開始から 2015 年 1 月までに、クラスター活動経費、研修、ワークショ

ップ、交通費などの資金に、約 8,200 万円（約 3,470 万ペソ）が日本側により支出された

（付属資料 3. Annex.7 を参照）。 

 

（2）フィリピン側の投入 

1）カウンターパート（C/P）の配置 

DTI は、本プロジェクト実施のために中央（ナショナル）レベルと地方レベルで次のと

おり C/P を配置した。ナショナル・プロジェクト・マネジメント・オフィス（National Project 

Management Office：NPMO）において、1）ナショナル・プロジェクトディレクターとして、

DTI-ROG の次官、2）ナショナル・プロジェクトディレクター補佐として、DTI-ROG の副

次官、3）NPMO マネジャーとして、DTI の中小企業開発局（Bureau of Small and Medium 
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Enterprise Development：BSMED）第三局長を配置した。地方レベルでは、サテライト・プ

ロジェクト・マネジメントオフィス（Satellite Project Management Office：SPMO）ディレ

クターとして、地方局長（Regional Director：RD）が配置された（C/P リストは、付属資料

3. Annex. 8 を参照）。 

2）施設の便宜供与 

DTI 本部において日本人専門家用の執務スペースが提供されるとともに、研修やワーク

ショップ開催のための施設が適宜提供された。 

3）プロジェクト経費の支出 

DTI は、共同サービスファシリティプログラム（Shared Service Facilities：SSF
5
）や中小

企業ロービング・アカデミープログラム（SME Roving Academy： SMERA
6
）などの中小

企業支援のための既存のプログラムを活用し、クラスター活動を支援した。2012～2014 年

にかけて DTI の NICCEP の予算として配賦された額は、約 1 億 8,500 万円（6,800 万ペソ

7
）

である（予算内訳は付属資料 3. Annex. 9 を参照）。DTI からの財源及び技術支援に加え、

農業省（Department of Agriculture：DA）や農地改革省（Department of Agrarian Reform：DAR）、

労働雇用省（Department of Labor and Employment：DOLE）、 科学技術省（Department of 

Science and Technology：DOST）、環境天然資源省（Department of Environment and Natural 

Resources： DENR）などの関係省庁からもクラスター活動経費が支出された。DTI がまと

めたクラスター活動予算によると、全クラスター活動予算のうち、DTI の負担分は全体の

17％（3,140 万ペソ）、他の政府機関や民間セクターの負担分は 72％（1 億 3,650 万ペソ）

であり、日本側の負担分は全体のわずか 12％（2,210 万ペソ）のみであった（クラスター

活動予算は付属資料 3. Annex. 10 を参照）。 

 

３－２ 活動の実績 

本プロジェクトでは、1）研修と計画、2）合意形成、3）実施と学習の 3 つの段階によって構

成された枠組みを用いて、プロジェクト活動（特に成果 2 及び成果 3）を実施した。図－１に示

されているように、同枠組みにおいて、4 つの能力強化支援モジュールを用いてワークショップ

が実施され、対象産業クラスターへの支援が提供された。 

中間レビューで述べられたように、クラスターの戦略・活動計画立案のためのクラスター関係

者間での合意形成は当初予定よりも時間を要した。他方、十分な時間をかけたことで、クラスタ

ーメンバーがクラスター活動計画や目的に関する認識を十分に共有できたことが、円滑なクラス

ター活動実施に結びついた。その結果、ほとんどのプロジェクトの活動は大きな遅れもなく、お

おむね計画どおりに実施されており、すべての活動は既に完了しているか、またはプロジェクト

終了時までには完了される予定である。 

 

  

                                                        
5 SSF は中小企業のビジネス拡大のための機材供与プログラムである。 
6 SMERA は中小企業の競争力強化のための継続学習プログラムで、起業研修などの能力開発プログラムを提供している。 
7 為替レートは、1 フィリピンペソ＝2.7 円を適用した。 
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図－１ 産業クラスター能力強化に向けての全体枠組み 

 

３－３ 成果の達成状況 

終了時評価調査時において、成果指標の達成度、プロジェクト関係者（日本人専門家や C/P、

クラスターメンバーなど）の各成果の達成度に関する認識、調査団の所見等にかんがみて、3 つ

の成果はすべておおむね達成または達成済みとなっている。以下に各成果の達成度をまとめる。 

 

（1）成果 1 の達成度 

成果 1：産業クラスター・アプローチを促進し主流化するための実践的かつ持続的な業務実施

上のワークフローが DTI によって計画され、実践される。 

指標： 

1-1. DTI の既存の機能/能力と入手可能な人材/財源と産業クラスター促進のための関連ステ

ークホルダーについての分析結果が文書化される。 

1-2. 1-1 の結果に基づき、産業クラスター促進のための DTI の実行可能なワークフローが設

計され文書化される。 

1-3. 1-2 で設計されたワークフローが実施される。 

1-4. ワークフロー実施におけるモニタリングが実行され、その結果が文書化される。 
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成果 1 の達成度：おおむね達成 

（中間レビューでは、ワークフローを関係者がレファレンス文書として活用できるよう、産業ク

ラスター・アプローチの枠組みや実施体制、各者の役割と責任、クラスター活動のグッドプラ

クティスがワークフローに含まれるべきであるという指摘があった。本調査団は、成果 1 の本

来の目的は必ずしも産業クラスター・アプローチを促進するための必要事項を 1 つの文書とし

て明文化することではなく、フィリピン文脈で産業クラスター・アプローチのための制度的枠

組みを構築することであるという視点で成果 1 を評価した。） 

・本プロジェクトでは、産業クラスターが活動実施のために利用できるリソース（人的資源、財

源、物理的資源）に関する情報の収集及び分析が行われ

8
、その結果、地方レベルで提供されて

いるサービスやプログラムは各地域によって異なり、必要な情報はクラスターメンバーの各機

関から直接入手することが最も効率的であることが判明した。クラスターメンバーである関連

政府機関が提供するサービスやプログラムについての情報は、モジュールの中のクラスター活

動計画立案プロセスの一部として収集されており、クラスターの活動計画に反映されている

（指標 1-1）。 

・産業クラスター促進のためのワークフローはプロジェクトの初期の段階で策定された。同ワー

クフローは、1）産業クラスター・アプローチの管理運営体制確立、2）産官学における産業ク

ラスター・アプローチに関する認知と理解促進、3）産業開発のための主要なアプローチの 1

つとして産業クラスター・アプローチの促進及び制度化の 3 つの活動分野により構成されてい

る。下記のとおり、これらの活動を実施した結果、産業クラスター促進のための制度的枠組み

はおおむね構築された（指標 1-2、1-3、1-4）。 

・DTI は、中央レベルには NPMO を設置、地方レベルでは Region 3、4、7、11 の DTI 地方事務

所（Regional Office：RO）に SPMO を設置し、クラスターアドバイザー

9
とクラスターコーディ

ネーター

10
の研修を実施した。NPMO と SPMO の機能と責任については、DTI が発行した覚書

で定義されており、産業クラスターのモニタリング・報告システムはその定義に沿って確立さ

れていた（例えば、関連情報は NPMO、SPMO、他の地方事務所、それから各クラスターへと

伝達される）。NPMO は、本プロジェクトで確立されたモニタリングの仕組みに沿って、定期

的にモニタリングを行っており、その結果を、国家経済開発庁（National Economic and 

Development Authority：NEDA）に文書で報告している。 

・DTI によれば、プロジェクト終了後も NPMO は継続して維持される予定である。プロジェクト

終了後の SPMO の取り扱いについては現在検討中であるものの、調査団がインタビューを行っ

た DTI-RO の地方局長によると、産業クラスター・アプローチ促進のための活動は、DTI-RO

内の既存部署（例えば、DTI-RO 11 では投資・産業開発局、DTI-RO 12 ではビジネス開発局等）

                                                        
8 クラスターメンバー機関が提供した情報に加え、（1）BSMED 作成の中小企業向けのすべてのプログラムやサービスが掲載

されている資料“Programs & Services for Micro, Small, and Medium Enterprises”や（2）各 DTI 地方事務所が準備をした関係

機関が提供するプログラムや支援内容のリストが収集された。. 
9 クラスターアドバイザーは、プロジェクトのクラスターアドバイザー研修を受講した DTI 職員を指す。アドバイザーになる

ためには、クラスターコーディネーターとしてクラスター活動の計画段階及び実施段階に参加し、クラスターコーディネー

ター研修を修了する必要がある。 
10 
クラスターコーディネーターは、クラスターコーディネーター研修に参加し、クラスター活動の計画段階に参加したクラス

ターの主要メンバーを指す。DTI、他の政府機関、大学、民間セクターからのメンバーもコーディネーターになることがで

きる。 
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の通常業務の一部として統合される見込みであるとのことである。 

・2013 年 7 月、フィリピン政府省庁間の協力の効果と効率を高めるため、関係省庁の役割と責任

を明記した覚書文書（Memorandum of Understanding：MOU）

11
が締結された。地方レベルでは、

2012 年に、地方開発協議会（Regional Development Council：RDC）からクラスター活動への支

援・協力を確実なものとするため、RDC とほとんどのクラスターの間で RDC 決議が承認され

た。 

・DTI は、クラスター管理の好事例や産業クラスター形成のためのガイドラインをまとめた「ク

ラスター管理運営マニュアル：経験・教訓・グッドプラクティス集」や「中期活動計画（2015

～2016 年）」を策定しており、プロジェクト終了後の活動実施に向けた取り組みを行っている。 

・2014 年には、DTI は国の 6 つの優先産業クラスターとして、1）加工食品（果物やナッツ）、2）

ココナッツ繊維、3）コーヒー、4）カカオ、5）ゴム、6）観光裾野産業（雑貨・装飾品、ファ

ッション、アクセサリー、工芸品、家具等）を選定し、対象地域における産業クラスター・ア

プローチの推進のためにナショナル産業クラスターコーディネーターを任命し、産業クラスタ

ー･アプローチの促進及び主流化を進めている。 

 

（2）成果 2 の達成度 

成果 2：ルソン地域、ビサヤ地域、ダバオ以外のミンダナオ地域において、産業クラスター・

アプローチのパイロットモデルが確立される。 

指標： 

2-1 民間セクター、学術機関、公共機関からの積極的な参加のもと、ダバオ（Davao）を除

くルソン地域（Luzon）、ビサヤ地域（Visayas）、ミンダナオ地域（Mindanao）における

16 のパイロット産業クラスターにて組織が形成される。 

2-2 形成された組織において、1 つ以上の産業クラスター強化のための実行可能なアクショ

ンプランが作成され、実施される。 

2-3 DICCEP の経験が Davao を除く Luzon、Visayas、Mindanao にて導入される。 

 

成果 2 の達成度：達成 

・産業クラスター・アプローチのパイロットモデルを確立するために、1）研修と計画、2）合意

形成、3）実施と学習の 3 つの段階によって構成された枠組みのもとで（図－１参照）、各産業

クラスターを対象に 4 つの能力強化支援モジュールを使ったワークショップが実施され、その

結果、ルソン地域、ビサヤ地域、ミンダナオ地域（ダバオを除く

12
）において 16 の産業クラス

ターが組織化された（指標 2-1）。 

・クラスターメンバーによって行われた産業分析（例えば、バリューチェーン分析、SWOT 分析

やフィッシュボーン分析等）に基づき、全 16 クラスターでクラスター活動計画やクラスター

戦略が成功裏に策定された。 

・表－３にみられるように、16 クラスターのうち 13 クラスターでは、計画どおりにクラスター

活動が実施された。その残りのクラスターでは、クラスター活動費の多くを日本側からの資金

                                                        
11 MOU の英語名は、‟For Collaboration by Concerned National Government Agencies per Convergence MOU”である。 
12 ダバオは DICCEP の対象地域であり、ダバオの 8 つの対象クラスターの活動については成果 3 の下で実施されている。 
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に依存していたり、大学や DTI 以外の政府機関との連携が限られていたりするケースが確認さ

れたものの、これらのクラスターの経験も踏まえ、DTI は産業クラスター・アプローチを複製

するための多くの教訓を得たといえる（指標 2-2）。 

 

表－３ クラスター活動実施状況 

クラスター 現状・課題 

・北部ルソン地域：1）ミルクフィ

ッシュ、2）コーヒー、3）酪農・

乳製品、4）竹 

・南部ルソン地域：5）ICT、6）衣

料品・家庭用品 

・ビサヤ地域：7）ICT、8）雑貨・

装飾品、9）健康・医療観光 

・ミンダナオ地域：10）ゴム、11）

養鶏、12）油ヤシ、13）マグロ 

［計画どおりに実施済み］ 

・プロジェクト期間内にすべてのクラスター活動

を実施済み、または実施完了する見込みであ

る。 

・以下のようなさまざまな成果が数多く報告され

ている。 

- 小規模竹工芸製作者による竹加工技術の向上

（北部ルソン地域の竹産業クラスター） 

- コーヒー生産者に対して、品質管理の重要性

に関する啓発活動の実施、域内で栽培された

コーヒーの品質改善（北部ルソン地域のコー

ヒー産業クラスター） 

- 在庫が少ないときの相互支援や製品の材料の

共同購入などの酪農協会・組合間の協力関係

の確立（北部ルソン地域の酪農・乳製品産業

クラスター） 

- アバカ製品の加工者とアバカ農家のつながり

の強化（南部ルソン地域の衣料品・家庭用品

産業クラスター） 

・ビサヤ地域：14）観光 ［クラスター活動に若干遅れあり］ 

・クラスターメンバーがいくつかの島に点在して

いるというビサヤ地域ならではの地理的制約に

よって、メンバー間での調整が難しかったため、

計画どおりに活動を実施することが難しかった。 

・南部ルソン地域：15）観光 ［クラスター活動に若干遅れあり］ 

・南部ルソン地域の観光産業クラスターでは、地

方自治体（Local Government Unit：LGU）の意向

により、地方（Region）レベルでのクラスター

活動ではなく、より小規模の州（Provincial）レ

ベルでクラスター活動が実施されたことによ

り、活動に遅れが生じた。 

・南部ルソン地域：16）健康・医療

観光 

［クラスター活動に若干遅れあり］ 

・健康・医療観光分野はセクター横断的かつフィ

リピンでは比較的新しい産業であるため、クラ
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スター活動実施の課題の 1 つとして、関係者間

でクラスターの向上のためにどのように貢献で

きるのかという点について理解が乏しく、人

材・財源の動員が困難であった。総合的にみる

と、活動の実施に遅れがみられるが、クラスタ

ー自体は民間セクターの強いリーダーシップの

下、活動を展開している。 

・産業クラスター・アプローチに関する理解を深めるため、日本人専門家は DTI 地域事務所が位

置する主要都市で開催されたモジュール 1（クラスター・アプローチの理解）のワークショッ

プで、DICCEP での経験を紹介している。さらに、DTI は、産官学の間で産業クラスター・ア

プローチに関する理解を促進するため、1）NICCEP 冊子（NICCEP Primer）の出版と配付、2）

メディアの活用（全国紙・地域紙へのプレスリリースの発信、テレビやラジオのインタビュー

の対応等）、3）NICCEP ウェブサイトの設置、4）DICCEP の経験が含まれる 2 つの文書（産業

クラスター管理運営マニュアルと産業クラスター活動のベストプラクティス

13
）の増刷と配付、

5）NICCEP 新聞（National Cluster Bulletin）
14
の 2 カ月に 1 度の出版、6）「中小企業のための優

先産業クラスターへの投資」の開催

15
、などを各種のワークショップが行われた場所を中心に

実施した（指標 2-3）。 

 

（3）成果 3 の達成度 

成果 3. ダバオにおいて、他地域にとって参考となるような産業クラスター・アプローチの深

化（発展）モデルが確立される。 

指標： 

3-1 6 つの産業クラスターのそれぞれが、ダバオにおけるさらなる産業クラスター強化を目的

とした発展産業クラスター・アプローチのためのプロジェクトを少なくとも 1 つ実施する。 

3-2 他州への展開の準備のため、発展産業クラスター・アプローチからの教訓が引き出され

文書化される。 

成果 3 の達成度：おおむね達成 

・産業クラスターの発展モデルを確立するため、本プロジェクトでは、DICCEP で形成された 8

つのクラスター（バナナ、マンゴー、ココナッツ、海藻、木材、鉱業、観光、ICT）に対して、

4 つのモジュールを使った能力強化ワークショップ

16
を実施した。 

・ダバオのクラスターの多くでは、バリューチェーンの上流から下流にかけてより多くの関係者

を巻き込んだり（バリューチェーンの縦の広がりの強化）、大学、産業、関連政府機関との連

携を強化したりして（バリューチェーンの横の広がりの強化）、クラスター活動を積極的に展

開している。表－４のとおり、6 つのクラスターにおいて、活動計画が見直され、発展モデル

                                                        
13 プロジェクトでは、NICCEP での経験や教訓、好事例、クラスター形成や活動実施のステップを反映し、マニュアルとグッ

ドプラクティス集を改訂している。 
14 2015 年 2 月時点までに 15 号が発行されており、各号 1,000 部が全国の関係者に配付されている。 
15 同カンファレンスは 1,000 人以上の産業関係者が出席した。 
16 NICCEP から新しく参加したクラスターメンバーがいたため、プロジェクトはダバオにおいても 4 つのモジュールのリフレ

ッシャー研修を実施した。 
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の活動例となるプロジェクトが実施され、グッドプラクティスが確認された（指標 3-1）。 

 

表－４ 発展モデル事例 

グッドプラクティス/発展モデル 産業クラスター 

産業全体にかかわる共通課題の解決の

ため、これまで積極的に参加していな

かった関係者（産業の意思決定者であ

る大手企業や研究機関等）を巻き込ん

だ協働の取り組みを行っている。 

・鉱業（共通課題：世間一般の鉱業に対

するネガティブなイメージ・印象） 

・バナナ（共通課題：パナマ病の流行） 

民間企業や大学、研究機関、政府組織

に属する専門知識を有する人材を集め

た専門家チームを立ち上げることで、

中小企業向けの技術サポートシステム

を確立した。 

・鉱業 

・バナナ 

地元の人々や先住民を巻き込んだ産業

開発や商品開発を行った。 

・観光（工芸観光・エコツーリズム） 

・海藻（海藻ケーキ、海藻ヌードル・ス

パゲティ、海藻肥料の開発） 

・ココナッツ（ココナッツ工芸） 

関係者の産業振興へのコミットメント

を担保し、協力関係の持続性を高める

ために、地方自治体や関連政府機関と

産業クラスターの間で MOU を締結し

た。 

・海藻 

政府が、より受益者のニーズに合った

支援を提供できるように、バリューチ

ェーン上の関係者の組織化を行った。 

・観光（ツアーガイドやイベント主催者

協会） 

大学などの研究機関と連携し、研究結

果を商品化や新商品開発に応用した。 

・マンゴー（研究内容：古木や生産量が

少ない果樹園の再生） 

・海藻（海藻ケーキ、ヌードル・スパゲ

ティ、肥料の開発） 

・ダバオにおける 8 つの産業クラスターの経験から得られた教訓は、現在策定中の「クラスター

管理運営マニュアル：経験・教訓・グッドプラクティス集」に含まれる予定である（指標 3-2）。 

 

３－４ プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標：産業振興を目的とした持続可能かつ複製可能な産業クラスター・アプロー

チを発展させながら展開させるためのDTIのナショナルキャパシティが構

築される。 

指標： 

1. 地方開発協議会（RDC）や経済開発協議会（Economic Development Committee：EDC）が

産業クラスター・アプローチを産業開発のための有益なツールとして認識している地域
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の数 

2. 産業クラスター・アプローチを彼らの産業振興策として持続するため全力を傾けている

NICCEP 下の産業クラスターを代表する産業クラスター組織の数 

3. 異なる産業クラスター、関連する参加者におけるコミュニケーションの発展 

4. 産業クラスター促進/主流化のための効率的なワークフローの存在 

 

プロジェクト目標達成の見込み：高い 

・3 つの成果とプロジェクト目標の 4 つの指標の達成状況や、産業クラスター・アプローチの展

開に向けた DTI の積極的な取り組みなどから、プロジェクト終了までにプロジェクト目標が達

成される見込みは高いと評価される。 

・「３－３ 成果の達成状況」で述べたとおり、DTI は、産業クラスター・アプローチを推進す

る中期計画を策定するとともに、6 つの優先産業クラスターを選定したうえで、それぞれの優

先産業クラスターに、ナショナル産業クラスターコーディネーターを任命した。このことは、

産業クラスター・アプローチの推進へ向けた DTI のコミットメントと DTI の実施能力の強化を

示しているといえる。 

・ミマロパ地方（Region4-B の観光産業クラスター）とマニラ首都圏（NCR の健康・医療観光産

業クラスター）を除くすべての対象地域において、RDC は産業クラスター・アプローチを産業

開発のための有益なツールとして承認している（指標 1）。なお、Region4-B では、RDC の産業

クラスター・アプローチに関する承認状況についての情報は現時点では入手できず、NCR にお

いても、RDC の産業クラスターに対する公式な見解はまだ示されていない。 

・24 の対象クラスター（成果 2 の 16 クラスターと成果 3 の 8 クラスターの合計）のうち、23 の

対象クラスターにおいて今後もクラスター活動を続けるコミットメントが表明された（指標 2）。

NCR の健康・医療観光クラスターに関しては、プロジェクト終了後の継続はまだ決定していな

い。 

・限定的ではあるが、クラスター間での連携は特にダバオ地域で確認された。例えば、観光クラ

スターとココナッツクラスターは、フィリピンココナッツ庁の支援で、ココナッツを使った工

芸品製作のための研修を共同実施した。また、同じくダバオの鉱業クラスターと観光クラスタ

ーの協力関係や、ダバオのココナッツクラスターとビサヤの GDH クラスターの連携などの事

例も確認された。クラスターの継続により、今後さらなるクラスター間の連携が期待される（指

標 3）。 

・成果 1 の達成度で記述したとおり、産業クラスター振興のための制度的枠組みの確固たる基盤

はおおむね確立されており、DTI は現在「クラスター管理運営マニュアル：経験・教訓・グッ

ドプラクティス集」を策定中である（指標 4）。 

・本プロジェクトでは、44 名のクラスターアドバイザーと 76 名のクラスターコーディネーター

に対して研修が実施された。調査団が聞き取りを行ったクラスターアドバイザーやコーディネ

ーターによると、本プロジェクトの 4 つのモジュールの研修資料を活用し、自分たちでクラス

ター活動の計画・実施・モニタリングの各ステージの実施促進ができる能力が身についている

とのことである。 
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３－５ 上位目標達成の見込み 

上位目標：産業育成ツールとして、産業クラスター・アプローチが全国各地で実践（複製）さ

れる。 

1. NICCEP 支援の産業クラスターの枠を越えて産業クラスター組織が設立され産業発展のた

めの活動が開始される。 

2. NICCEP 支援の産業クラスターの活動が継続され強化される。 

3. ダバオの産業クラスターを強化するためのよりよい活動が他のクラスターで複製される。 

 

上位目標達成の見込み：達成の見込みあり 

・上位目標の指標の達成状況や DTI から提供された情報にかんがみて、プロジェクト終了後 3 年

から 5 年の間に上位目標が達成される見込みはあると考えられる。 

・産業クラスター・アプローチの推進は、2014 年に開始されたフィリピン政府の優先イニシアテ

ィブ「製造業再生プログラム」のアクション 4（中小企業開発とイノベーション

17
）の下に、

プロジェクトの 1 つとして位置づけられており、DTI は、SSF や SMERA のような既存プログ

ラムに加え、製造業再生プログラムの予算の活用を計画している。中期計画や国の優先クラス

ター選定などの DTI の取り組みに加え、同プログラムの開始によってフィリピン政府の開発政

策の方向性とさらに合致したことで、産業クラスター・アプローチの継続的な推進の可能性は

より高まったといえる。 

・産業クラスターの複製は、多くの DTI-RO によって既に開始されている。ダバオでは、DICCEP

の対象だった 8 つのクラスターに加え、新しい 8 つのクラスターが形成され、新しいクラスタ

ーのメンバーは、クラスターアドバイザーやコーディネーターのファシリテーションによる 4

つのモジュールのワークショップに参加している。Region 2 や Region 5、ミンダナオの他の地

域では、DTI-RO が複製を推進している（指標 1）。「３－４ プロジェクト目標達成の見込み」

で述べたとおり、DTI は 6 つの優先クラスターを選定しており、今後の産業クラスター・アプ

ローチの推進にコミットしていることが確認された。 

・NICCEP の支援を受けた産業クラスターのほとんどすべてが、プロジェクト後も活動を継続す

る予定である（指標 2）。一方、本調査では、クラスター関係者の協力関係の程度や資源動員の

状況はクラスターによって実にさまざまであることが確認された。活動の促進が必要なクラス

ターもあることから、DTI は NPMO の機能を継続し、クラスター活動のモニタリングをプロジ

ェクト終了後も続けていく予定である。 

・地域ブランド開発や大学の研究成果の活用、バリューチェーン上の関係者の巻き込みなどのグ

ッドプラクティスや発展型クラスター活動は、NICCEP で形成された新しいクラスターのなか

においても確認された（指標 3）。 

 

  

                                                        
17 同プログラムの対象は、自動車産業や銅製品、鉄製品などだけでなく、竹、海藻、雑貨・装飾品など多様な産業も含まれて

いる。 
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３－６ プロジェクトの実施プロセス 

「３－２ 活動の実績」に記したとおり、本プロジェクトの活動は大きな遅れもなく、おおむ

ね計画どおりに実施されており、3 つの成果とプロジェクト目標の達成に貢献した。プロジェク

トの実施を促進した要因、阻害した要因について以下に述べる。 

（1）貢献要因 

1）効果的なプロジェクト管理 

プロジェクト関係者へのインタビューによると、プロジェクトは効果的に実施されたこ

とが確認された。NPMO や SPMO の機能や権限は DTI が発行した覚書で規定されており、

また、関連省庁、NEDA や大学も含め、NICCEP における役割と責任を明記した合意文書

（Memorandum of Agreement：MOA）が締結された。 

また、関係者間での円滑なコミュニケーションが図られ、中央レベルでは、プロジェク

トの進捗や方向性を議論するために年に 2 回、合同調整委員会（Joint Coordinating 

Committee：JCC）が開催されており、JCC 会合の前には、NPMO と SPMO がクラスター

活動の進捗やプロジェクトに関する課題などを事前に議論した。地方レベルにおいては、

ダバオでは関連政府機関の出先機関/地方事務所の参加のもと地方 JCC を開催しており、

他の地方ではクラスター協議会が定期的に開催された。クラスターレベルではクラスター

会合が定期的に開かれた

18
。各レベルでの定期的な協議が、関係者の緊密なコミュニケー

ションを可能にし、円滑なプロジェクト実施に貢献した。 

2）DICCEP での教訓の活用と効果的な技術移転 

本プロジェクトでは、DICCEP での教訓を活用するとともに効率的な技術移転が行われ

た。日本人専門家は、4 つのモジュールを用いた能力強化ワークショップを、講義と実践

を組み合わせた形で実施し、講義には簡単でわかりやすい教材が使用された。プロジェク

トではクラスターメンバー自身による緻密な産業分析を実施した結果、クラスターメンバ

ー間のオーナーシップを高めることにつながった。さらに、本プロジェクトにおいても、

SMART（具体的で、測定可能で、達成可能で、妥当で、期限が明確な目標設定）な計画立

案の重要性を強調したことが、クラスター活動実施の成功につながった。 

3）クラスター計画の合意形成 

プロジェクト期間の前半では、クラスター活動の承認に予定よりも時間がかかったため、

クラスター活動の実施に遅れがみられた。多岐にわたるクラスター関係者の合意形成は当

初の計画よりも時間を要したが、クラスターの戦略へ向けて綿密な合意形成が行われたこ

とが、後のクラスター活動のスムーズな実施とさまざまな関係者からの資源の動員を可能

にした。 

4）クラスター関係者間の協力とパートナーシップ 

プロジェクトの実施を促進した主な要因の 1 つは、クラスター関係者間の協力とパート

ナーシップである。民間セクターが経済発展を牽引する原動力、いわば発展のエンジンで

あるという共通理解の下、DTI を含む関連政府機関や大学、民間セクターが、各自の専門

性、財源や人材、機材や施設などをクラスター活動のために提供する形で、クラスター活

                                                        
18 会合の開催頻度はクラスターによってさまざまだが、インタビューしたいくつかのクラスターではクラスター活動のための

話し合いで月に 1 度、活動の進捗モニタリングのために四半期に 1 度集まっている。 
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動へのコミットメントを示した。本プロジェクトによると、クラスター活動経費の約 90％

が DTI や他の政府機関、大学、民間セクターにより負担された。多岐にわたる関連機関が

提供するサービスやプログラムが効果的に組み合わされたことで相乗効果が発揮され、円

滑なクラスター活動実施に貢献した点は、本プロジェクトの特筆すべき特徴である。また、

関係者間の協力を促進するため、官側からの代表機関の選出にあたっては、DTI が必要に

応じてサポート役に徹することで、対象産業の専門政府機関や地域開発の文脈で主要な意

思決定機関である RDC が、官の代表としての役割を果たせるようにした。 

5）日本の他の援助スキームとの相乗効果 

本プロジェクトと他の JICA 援助スキームとの直接的・間接的な連携により相乗効果が

生じたことも円滑なプロジェクト活動を促進した要因の 1 つに挙げられる。例えば、本プ

ロジェクトを通じて、JICA 中小企業海外進出支援スキームでフィリピンを訪問した日本企

業と、NICCEP 対象クラスター（ミルクフィッシュ、衣料品・家庭用品、ココナッツ等）

とのつながりが促進され、企業間での取引のきっかけがつくられた。また、DTI 地方事務

所や他機関に配属された青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers：JOCV）（フ

ィリピン初のデジタル工作機械を備えた市民工房「ファブラボ

19
」を立ち上げた産業デザ

イン隊員など）の活動との連携もあった

20
。加えて、DOST が C/P である「地場産品競争

力強化のための包装技術向上プロジェクト」（2013 年 2 月～2017 年 3 月）などの他の技術

協力プロジェクトとの連携も行われた。 

6）産業全体を考えられる民間セクターの代表者が主導するクラスター 

民間セクターの積極的な関与がクラスター活動の成功には欠かせないことから、本プロ

ジェクトでは、クラスターの議長に民間セクターからの代表者を選出するように働きかけ

た。聞き取りをしたクラスターメンバーによると、民間の方が政府機関よりも柔軟に対応

ができ、人の入れ替わりが少ないことから、民間セクターを議長とする取り組みが功を奏

したとのことである。加えて、自分のビジネスの短期的な利益を求めるのではなく、産業

全体の成長のためにさまざまな関係者との協力が重要であることを理解した民間セクタ

ーの代表者の存在が、プロジェクト実施を促進した。 

7）産業クラスター・アプローチ推進に対する DTI のコミットメント 

産業クラスター・アプローチの推進に対するDTIの積極的な取り組み（地方 JCCの設置、

クラスター・アプローチの積極的な複製、中期計画の策定等）がプロジェクトの実施を促

進した。 

 

（2）阻害要因 

1）産業クラスターチームの政府代表者の異動 

プロジェクトの研修やモジュールワークショップに参加した政府機関の代表の人事異

                                                        
19 ファブラボ（Fabrication Laboratory：Fab Lab）は、「ほぼあらゆるもの（almost anything）」を作ることを目標とした、3D プ

リンターやレーザーカッターなどの工作機械を備え、専門的な知識をもたない人でも本格的な工業製品を作ることができる

市民工房。協力隊員の支援を受けて、DTI、科学技術省（DOST）、ボホール島州立大学、JICA が共同で、2013 年に市民工

房「ファブラボ・ボホール」が設立された。（JICA「協力 http://www.jica.go.jp/topics/news/2014/20141002_01.html） 
20 ファブラボで製造された菓子の製造用具を使うことにより、生産する菓子の品質が上がった事例などがインタビューで確認

された（ビサヤ地域、観光産業クラスター）。 



 

－18－ 

動が円滑なプロジェクト実施に影響を及ぼした。プロジェクト関係者によると、後任へ必

要な情報が引き継がれておらず、クラスター活動のための必要なサポートを得るために、

クラスターメンバーが新しい政府機関職員に一からクラスター・アプローチを説明したと

いうケースがあったとのことである。 

2）自然災害の発生 

プロジェクト期間中に発生した超大型台風（2013 年の台風ヨランダ等）の影響で、クラ

スター活動が遅れざるを得ない状況に追い込まれたクラスターがあった。台風被害への対

応として、ビサヤの観光省などの政府機関では、クラスター活動に配分されていた予算が、

急遽災害救助のために振り替えられたケースがあった。 

3）地理的制約 

クラスターメンバーが多数の島に点在するビサヤでは、クラスター活動の調整が難しか

った。多くのクラスターでは、E メール、テキストメッセージ、携帯などによるコミュニ

ケーションで地理的制約を乗り越えてはいたものの、プロジェクトの実施上の負担となっ

た。 
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第４章第４章第４章第４章    評価結果評価結果評価結果評価結果 

 

４－１ 妥当性：非常に高い 

本プロジェクトの妥当性は「非常に高い」と評価される。 

（1）フィリピン政府政策との整合性 

本プロジェクトは、「フィリピン開発計画 2011～2016 年」に沿う内容である。雇用創出と

貧困削減を実現する「包摂的な成長」を達成するために、フィリピン開発計画では特に中小

零細企業支援の強化と産業クラスター開発の展開を重点分野としており、プロジェクトの内

容と整合性が高い。また、プロジェクトは「中小零細企業開発計画（2011～2016 年）」や「フ

ィリピン輸出開発計画（2014～2016 年）」などの他の重要産業政策にも合致する内容である。

さらに、プロジェクトの取り組みは、製造業再生プログラムのなかにある中小企業開発やイ

ノベーションコンポーネントにも取り込まれている。 

 

（2）わが国の対フィリピン国援助政策との整合性 

本プロジェクトは、わが国の対フィリピン国援助政策との整合性も高い。わが国の「対フ

ィリピン共和国 国別援助方針（2012 年）」では、持続的な経済成長の実現のため、行政能力

の向上や産業人材育成などに対する支援を実施すると述べられている。 

 

（3）プロジェクト戦略の適切性 

産業クラスター・アプローチは、関係者が産業の成長と競争力のために協同で取り組むプラ

ットフォームを提供している。本プロジェクトでは、産業分析や計画の段階からすべての関係

者を巻き込んだことで、産業開発のための関係者間の協力を促進した。調査団が聞き取りを行

った DTI 職員や民間セクターの代表によると、産業クラスターの概念自体はフィリピンでは新

しいものではなかったものの、SWOT 分析やバリューチェーン分析、フィッシュボーン分析な

どシンプルでわかりやすいツールをパッケージ化して提供した本プロジェクトアプローチは、

産業クラスターという概念を受け入れやすく、かつ、具体的な行動に移しやすいものとした。 

 

４－２ 有効性：やや高い 

本プロジェクトの有効性は「やや高い」と評価される。 

プロジェクトの 3 つの成果は、プロジェクト目標達成のために必要な要素をすべて網羅してお

り、プロジェクト実施の結果、プロジェクト目標（「産業振興を目的とした持続可能かつ複製可

能な産業クラスター・アプローチを発展させながら展開させるための DTI のナショナルキャパシ

ティが構築される。」）はプロジェクト終了までに達成される見込みである。 

DTI は、産業クラスター・アプローチの推進のための制度的枠組み（NPMO や SPMO の設置、

モニタリング・報告メカニズムの確立、関係機関からの産業クラスター・アプローチ促進のため

のパートナーシップ合意取り付け等）の基盤の構築に成功した。加えて、4 つのモジュールを用

いたワークショップを実施した結果、ダバオにおける 6 つの発展型産業クラスターモデルを含む

24 の産業クラスターモデル

21
が全国で確立された。活動実施が若干遅れているクラスターもあり、

                                                        
21 24 クラスターとは、NICCEP から開始した 16 のクラスターと DICCEP から支援を受けたダバオの 8 つのクラスターのこと。 
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関係者間の協力や連携の程度はクラスターによってさまざまではあるが、DTI はこのようなクラ

スターの経験からも、クラスターの複製のために有益な教訓を得ることができた。現在、DTI は、

プロジェクト終了後にクラスター複製のために NICCEP での経験を最大限に活用するべく、「ク

ラスター管理運営マニュアル」を策定中である。同マニュアルには NICCEP が支援したクラスタ

ーの経験やグッドプラクティス、産業クラスター・アプローチを複製するときに参考になるクラ

スターの管理と運営の実例が含まれる予定である。また、DTI は産業クラスター・アプローチの

推進のための中期活動計画や 6 つの国家優先クラスターを選定し、プロジェクト終了後に向けた

産業クラスターの促進に前向きな姿勢で取り組んでいる。さらに、対象地域のほとんどの RDC

は、プロジェクトの実績を高く評価し、産業開発のための有効なツールとして産業クラスター・

アプローチを認識している。加えて、プロジェクトで支援したクラスターのほとんどすべてが、

プロジェクト終了後もクラスター活動を継続していく計画を立てている。 

総合的にみて、本プロジェクトは非常に多くの成果を特に現場レベルで産出している。他方、

今後の産業クラスター・アプローチの強化と複製に向けて、DTI が、クラスターの幅広いニーズ

を分析し、必要に応じて政策対応を行う実践的なメカニズムと、クラスターアドバイザーとコー

ディネーターの能力強化メカニズムを確立すれば、さらなる発展が期待される。 

 

４－３ 効率性：高い 

プロジェクトの効率性は「高い」と判断される。 

本プロジェクトでは、投入はおおむね計画どおりに実施され、3 つの成果の達成に向けた活動

実施に適切に活用された（「３－１ 投入の実績」を参照）。プロジェクト活動は、大きな遅れも

なくおおむね計画どおりに実施されており、すべての活動が完了しているか、または協力期間終

了時までには完了する予定である。 

「３－６ プロジェクトの実施プロセス」で記したとおり、プロジェクトの効率性は、1）効

果的な産官学連携、2）効果的なプロジェクト管理、3）効果的な技術移転と DICCEP での教訓の

活用、4）産業クラスター・アプローチ推進に対する DTI のコミットメント、5）民間セクターの

積極的な関与、6）日本の他の援助スキームとの相乗効果によって高められた。日本人専門家及

び DTI によると、クラスター活動予算のなかで、日本側の支援分は全体のわずか 10％にすぎず、

クラスター関係者から動員されたさまざまなリソース（人的資源、財源、物理的資源など）は、

プロジェクトの効率性を高めただけでなく、持続性を高めることにも大いに貢献した。 

また、プロジェクトで実施された本邦研修については、政府機関や大学が中小企業支援や関係

者間の連携を強めるための具体的なアイデアを提供するのに有益だったことが確認された。民間

セクターにとっては、本邦研修は海外市場についての理解を深め、ビジネスネットワークを拡大

する機会を提供した。本邦研修の結果、クラスターに参加した企業は日本企業と商談を行うきっ

かけをつかんだ

22
。DTI によれば、本邦研修は、アンテナショップやインキュベーションセンタ

ーの設置などの新たなアイデアを得る機会となっており、こういったアイデアを参考にしてフィ

リピンへの適用が検討されている。 
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 例えば、2014 年 11 月実施の本邦研修後、日本企業から 16 の問合せがあった。 
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４－４ インパクト：高い 

本プロジェクトのインパクトは「高い」と評価される。 

（1）上位目標の達成見込み 

上位目標（「産業育成のツールとして、産業クラスター・アプローチが全国各地で実践（複

製）される」）がプロジェクト終了後 3 年の間に達成される見込みはあると考えられる。 

産業クラスターの複製プロセスは、いくつかの DTI-RO によって既に開始されている。

DICCEP 及び NICCEP の対象地域であるダバオにおいては、プロジェクト対象の 8 つのクラ

スターに加えて新たに 8 つのクラスターが形成され、新しく形成されたクラスターに属する

メンバーは、DTI-RO が独自で行っている能力強化モジュールのワークショップに参加して

いる。DTI によれば、プロジェクト終了後も NPMO や SPMO などのプロジェクトで構築さ

れた仕組みの機能は維持され、「中期計画」に沿って、産業クラスター･アプローチ促進活動

が進められる予定である。また、クラスター開発は、フィリピン政府の優先プログラムの 1

つである「製造業再生プログラム」のなかに統合されていることから、DTI の中小企業支援

を対象とした既存のプログラムとあわせて、産業クラスター活動にかかわる予算はこれらの

プログラムから捻出される予定である。さらに、NICCEP で支援したクラスターのうち、ほ

とんどすべてのクラスターがクラスター活動の継続を予定しており、地域ブランド開発やバ

リューチェーンの上流から下流にかけたより多くの関係者の巻き込み等、グッドプラクティ

スや発展型クラスター活動は、NICCEP で形成されたいくつかのクラスターのなかでも実践

されていることが確認された。 

加えて、プロジェクトの間接的な正の効果として、クラスター活動の実施が、先住民や伝

統的な漁業コミュニティなどの脆弱な社会グループの経済状況の改善に貢献している

23
。ダ

バオの観光産業クラスターによると、同クラスターでは先住民に研修や商品販売の場を提供

することで先住民の工芸品生産を支援している。また、ダバオの海藻産業クラスターによる

と、ダイナマイト漁法などの持続的ではない漁法の利用によって浅瀬での漁獲量が減ってい

た伝統的な漁業コミュニティに対し、海藻養殖を推進することで、より持続的な生計代替手

段を提供している。 

 

４－５ 持続性：やや高い 

本プロジェクトの持続性については、「やや高い」と判断される。 

（1）政策・制度面 

「４－１ 妥当性」において述べたように、本プロジェクトは、「フィリピン開発計画 2011

～2016 年」「中小企業開発計画 2011～2016 年」「フィリピン輸出開発計画 2014～2016 年」な

どのフィリピンの主要な開発政策に合致しており、現時点では、ビジネス環境整備やクラス

ター開発による生産性向上に関するフィリピンの政策の方向性が大きく変わる見込みはな

い。 
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 その他の正の効果として、フィリピンではもともと女性の社会進出が進んでいるが、本プロジェクトが女性の産業への参

加や社会進出をさらに促進した一面も挙げられる。調査団が参加したビサヤの NICCEP 経験共有セミナーでは、クラスタ

ー関係者である参加者の半数以上が女性であった。 
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（2）組織・財政面 

DTI において確立された産業クラスター・アプローチ推進のための組織的な枠組みは、プ

ロジェクト後も継続される予定である。また、財政面については、DTI は、製造業再生プロ

グラムと既存のプログラムから産業クラスター・アプローチ推進のための経費を確保する予

定である。製造業再生プログラム実施のため、2014 年は 6,000 万ペソ、2015 年は 8,960 万ペ

ソが DTI で確保されている。さらに、DTI-ROG は、2015 年にクラスター活動推進のために

600 万ペソ、6 つの優先クラスター支援のために 3,760 万ペソの予算を確保する計画を立てて

いる（付属資料 3. Annex.11 を参照）。以上に加え、SSF プログラムや SMERA プログラムな

どの既存プログラムもクラスター活動の財源になり得る。これらの組織・財政面での持続性

は、産業クラスター・アプローチ推進のための DTI の強いコミットメントを表している。 

 

（3）技術面 

本プロジェクトでは、44 名のクラスターアドバイザーと 76 名のクラスターコーディネー

ターに研修が実施され、関係者へのインタビューによると、関係組織の中核人材への能力育

成が十分に行われた。ダバオ地域を含むミンダナオ地域では、4 つのモジュールを使い、新

たに形成されたクラスターにワークショップを独自で実施しているところもあることが確

認された。本プロジェクトと DICCEP の実施を通じて、産業クラスター・アプローチ促進の

ための DTI の技術的な能力は確実に向上された。また、インタビューでは、多くのプロジェ

クト関係者が、クラスター活動を行うことを、「クラスタリングを行う（clustering）」という

現在分詞を用いて表現しており、産業クラスター・アプローチの実施において「実際に具体

的な行動をすること」の重要性を正しく理解していることがうかがえた。 

「４－２ 有効性」で記述したとおり、産業アプローチを発展させながら展開させるため

の DTI のキャパシティにはまだ改善の余地がある。加えて、対象クラスターのキャパシティ

は、クラスターによって大きく異なっている。クラスター活動の持続性は、クラスターの関

係機関/団体が、どの程度クラスター活動に積極的に関与し、活動実施のためにリソースを提

供するかに大きくかかわっているといえるであろう。 
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第５章第５章第５章第５章    結論結論結論結論 

 

日本・フィリピン国側双方の調査団から構成された合同評価調査団は、現地調査、評価 5 項目

による評価及び関係者との一連の協議を実施した結果、効果的な産官学の連携、産業クラスタ

ー・アプローチ促進のための DTI のコミットメント、積極的な民間セクターの参加によって、本

プロジェクトは成功裏に実施されたという結論に達した。 

5 項目評価の観点から、本プロジェクトの妥当性は、「非常に高い」と評価される。本プロジェ

クトは、フィリピンの開発政策や日本の対フィリピン国援助政策との高い整合性が確保されてお

り、プロジェクトの戦略も適切であった。本プロジェクトの有効性は、「やや高い」と評価され

る。プロジェクトの 3 つの成果はプロジェクト目標達成のために必要なすべての活動を含んでお

り、プロジェクト実施の結果、プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに達成される見込み

は高い。 

プロジェクトの効率性については、投入がほぼ計画どおりに実施され、3 つの成果の達成に向

けた活動実施に適切に活用されているだけでなく、有効性を高めた最も重要な要因として、クラ

スター活動の実施において、関係者間の連携によりさまざまな関係者から人材・財源などのリソ

ースが動員されたことから、「高い」と評価される。 

プロジェクトのインパクトについては、ミンダナオ地域や Region 2 と Region 5 のように、クラ

スター・アプローチの複製が既に実施されているところもあり、上位目標がプロジェクト終了後

3 年から 5 年間に達成される見込みであることから、「高い」と判断される。プロジェクトの持続

性については、「やや高い」と評価される。新たなフィリピン政府のイニシアティブ「製造業再

生プログラム」が、産業クラスター・アプローチの推進に寄与することが期待される。さらに、

プロジェクトの活動を通じ、DTI は、クラスター・アプローチを進めるための制度的枠組みを構

築しており、中間活動計画や国家優先クラスターの選定など、プロジェクト終了後もクラスタ

ー・アプローチの推進が継続されるようなさまざまな取り組みを実施している。 

よって、調査団は、本プロジェクトはプロジェクト目標である、「産業振興を目的とした持続

可能かつ複製可能な産業クラスター・アプローチを発展させながら展開させるための DTI のナシ

ョナルキャパシティは構築された」と評価し、プロジェクトは予定どおり 2015 年 3 月に完了さ

れるべきという結論に達した。しかしながら、既存クラスターの発展やクラスター・アプローチ

のさらなる複製のためには改善点も残されていることから、プロジェクトの上位目標達成をより

強固なものにしていくために、「第 6 章 提言」において今後とるべき方策について提言する。 
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第６章第６章第６章第６章    提言提言提言提言 

 

上記の分析結果に基づき、上位目標の達成見込みを高め、持続性を高めることを目的とし、以

下のとおり提言を行う。 

（1）今後の参考となるクラスター形成・活動や他の事例に関する徹底分析 

クラスターには地域やセクター、官民連携、利用可能な資源、チーム形成の過程等に基づ

いてさまざまな形態があり得る。クラスター形成・活動のプロセスについては、あるクラス

ターの経験が必ずしも他のクラスターに当てはまるとは限らない。既存クラスター・新しい

クラスターともに、自分たちのパフォーマンスを改善するために他の事例などとの比較（ベ

ンチマーキング）していく必要があり、そのためには、グッドプラクティスやフィリピンに

適用可能な他の手法・技術の徹底分析が有効であると考えられる。DTI はフィリピン国内の

クラスター事例を活用して「クラスター管理運営マニュアル」を策定中ではあるが、調査団

は、DTI が、他国のクラスター形成・活動の事例や、フィリピンのクラスター活動に適用で

きる産業振興の新たな手法・技術についても、事例研究を進めていくよう提言する。対象と

なる手法や技術の例としては、1）地域産品のブランディング、2）貿易センター設置を通じ

た品質管理のインセンティブ付与、3）アンテナショップによる販売促進、等が挙げられる。

このような徹底分析の実施のためには、例えば DTI が他国の取り組みのベンチマーキング分

析や研究者や専門家との連携、関係者との情報共有などを実施することが奨励される。 

 

（2）継続的な人材育成制度の構築 

クラスターアドバイザーとコーディネーターには、他のクラスターメンバーとの人脈構築

や、産業について深い理解が必要であり、講義形式の研修だけでは得られないスキルや知識

が求められる。新たなアドバイザーやコーディネーターを今後育成するには、経験豊富なア

ドバイザーとコーディネーターの指導による OJT を通じ、実践の経験を積む必要がある。プ

ロジェクト終了後の新たなアドバイザーやコーディネーターの能力強化は、DICCEP と

NICCEP を通じて経験を得た DTI の人材によるところが大きいため、DTI 内での新しいアド

バイザーやコーディネーター向けの OJT メカニズムの確立が重要である。 

 

（3）政策立案の基礎としての産業クラスター・アプローチの活用と DTI 内部での協力や関係機

関との協力の推進 

評価団は、産業クラスター・アプローチは民間セクターのニーズの特定に貢献することを

聞き取りで確認した。有効な資源の動員が必要だったクラスターもあれば、産業のニーズの

背景にある根本的な課題に取り組むために新たな政策を必要とするクラスターもあった。例

えば、Region 5 の衣料品・家庭用品産業クラスターでは、雇用創出のためにアバカ産業の潜

在的な可能性の認識共有、アバカの現地生産の振興、高度な技術を移転する海外加工業者へ

の投資インセンティブの付与などを、フィリピン政府に働きかける必要があることがインタ

ビュー調査を通じて確認された。産業クラスター・アプローチを通じて明らかになった産業

のニーズは、新たな産業政策立案の基礎として活用できる可能性があることから、調査団は、

DTI がクラスターのニーズと既存の支援サービスやプログラムの間のギャップを分析し、必

要に応じてそのギャップを埋めるような新たなプログラムを立ち上げることを提言する。さ
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らに、中央レベルでは、民間セクターへの支援を行うにあたり、DTI 内部及びその他の省庁

との調整をより効率的に行うことが重要である（DTI の組織図は付属資料 2 を参照）。 

 

（4）関係者からのさらなる資源の動員 

ほとんどのクラスターでは DTI や他の関係者から資源をうまく動員していたが、いくつか

のクラスター（南部ルソン地域の衣料品・家庭用品クラスター、ビサヤ地域の健康産業・医

療観光クラスター、ダバオ地域の ICT クラスター等）は日本側からの資金投入に大きく依存

している。すべてのクラスターの持続性を確保するため、調査団は、DTI がこれらのクラス

ターで資金動員が十分にできなかった理由を分析したうえで対応策を考えることを提案す

る。 
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第７章第７章第７章第７章    教訓教訓教訓教訓 

 

（1）産業クラスター・アプローチの簡素化の重要性 

本プロジェクトのワークショップで利用された教材や分析ツールは、シンプルでわかりや

すいものであり、参加者が計画を具体的な行動に移すのに役に立った。多岐にわたる関係者

を対象にする活動では、アプローチやコンセプトのわかりやすさを追求することが非常に重

要である。 

 

（2）合意形成に必要とされる一定の時間への配慮 

本プロジェクトでは、産業に影響を与える問題の分析や、問題解決のための戦略立案のプ

ロセスに当初の予定よりも時間をかけた。計画段階での合意形成は、関係者のオーナーシッ

プを高め、クラスター活動への参加に大きく影響する最も重要なステップの 1 つであるため、

合意形成のためには十分な時間を確保しておくことが重要である。 

 

（3）民間主導のイニシアティブを推進するためのメカニズムの構築 

本プロジェクトにおいて活動が順調に進んでいるクラスターの多くでは民間セクターの積

極的な参加がみられた。DTI や民間セクター代表へのインタビューを通じ、民間が経済成長

のエンジンであるという認識の下、DTI は積極的に民間セクターのイニシアティブを推進し

たことが確認された。クラスター活動が持続的に継続されるには、民間セクターがクラスタ

ー活動を主導できる、または、活動実施のイニシアティブをとれるようなシステムの構築が

重要である。 
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第８章第８章第８章第８章    団長所感団長所感団長所感団長所感 

 

NICCEP は成功裏に終了する見込みのプロジェクトである。成功の要因は他の章及び佐藤団員

の所感（付属資料 1）に述べられているので、ここではさまざまな JICA 案件にかかわってきた者

として所感を述べさせていただきたい。 

（1）人々が集う場 

今回フィリピン側から何度も繰り返されたキーワードは、“ Industry Clustering”と

“convergence”という言葉であった。“Clustering”と現在分詞になっていることで、これは

ただ単に計画をつくるだけでなく参加者それぞれが「活動すること」が中心という意識があ

るともとらえられ、また“convergence”という言葉にも通じる「Cluster すること」、すなわ

ち集うことという意識もあるとも理解できる。 

しかし、産官学が集うのは容易ではない。訪問した農家の代表からは、政府機関の支援策

について以前は知らなかったと聞いた。また、ある民間の方からフィリピンではいまだに汚

職が横行しているとも聞いたことから考えると、たとえ知っていても行政機関にアプローチ

することをためらうことも多いとも推察される。このプロジェクトの 1 つの効能は官民ある

いは産官学の信頼関係を醸成し共同作業を行う事例がいくつもできたことであろう。民間側

には政府に要望するだけでなく、自分たちができることは実行すること、行政側には現場の

声をしっかり受け止めて対応することを日本人専門家から繰り返し指導されたという。この

ような過程を経て、このプロジェクトで DTI の ROG が民間セクターを振興していくための

ソフトインフラができたといえる。そのインフラを生かして民間のニーズを把握し、それを

DTI の他の局も含め全体として既存の施策の改善や新しい施策の策定につなげていく必要が

あることを提言に含めた。 

 

（2）バリューチェーン 

もう 1 つの気づきは、産業クラスターによる産業振興にはバリューチェーンの考え方が欠

かせないということである。例えばアバカの繊維をバッグ等に加工している業者がその製品

の質を上げるには、自身の努力もさることながら、その原料であるアバカを栽培している農

家においての品質向上努力も必要となってくる。これはバリューチェーンの上流への働きか

けである。また、酪農をしている農家が共同で加工を行いヨーグルトなどの製品を作るとい

う場合は、バリューチェーンの下流への進出となる。このようにバリューチェーンの考え方

を基礎として、DTI は農業省や科学技術省、多様な政府機関と連携ができた。 

 

（3）他ドナーに上書きされる恐れ 

さて、プロジェクトは成功裏に終了するとはいえ、DICCEP 時代から支援されてきたクラ

スターはともかく、その他地域のクラスターはまだまだ自立できる状況にはないため、今後

も DTI が旗を振ってクラスター活動を継続していくことが期待される。その際に必要な資金

は、フィリピン政府独自の財源のほか、世銀の支援による Philippine Rural Development Project

（PRDP）、GIZ の Green Economy 関連プロジェクト、さらに、内容はわからないが ADB プ

ロジェクトへの期待が表明されている。NICCEP は終了する以上、フィリピン側が他ドナー

へ期待することは当然ではあるが、NICCEP の貢献、すなわち日本の貢献が他の援助機関に
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上書きされることが懸念される。そのため、NICCEP と、その前提となった DICCEP のアプ

ローチを、それぞれのクラスターの発展の経緯も含めて整理・分析し、他の途上国や他の援

助機関に対して発信する作業をなるべく早めに行う必要があるのではないかと考える。 

 

（4）グローバルバリューチェーンへの進化 

現在、DTI へのグローバルバリューチェーンの視点に立った支援が検討されているようで

あるが、NICCEP で対象となったクラスターや DTI が独自に展開しているクラスターからグ

ローバルバリューチェーンにつながりそうなもの、つまり日本も含めた外資系企業につなが

るもの（例：ゴム）や海外への輸出につながるもの（例：バナナ、海藻、アバカを使った衣

料品・家庭用品、ICT）、さらに海外からの観光客を顧客として考えているもの（例：健康産

業・医療観光）を選び、バリューチェーンへの支援を考えることもできる。クラスターでは

既に産官学や各省の連携体制ができており、グローバルバリューチェーンへの進化を総合的

に支援するというより高度な施策を展開する基盤ができているからである。かつて世銀や欧

米の援助機関の間では、産業政策は政府が有望産業を選ぶ（“pick the winner”）ことはできな

いとしてタブーとされていたが、いまでは、既に活発化している産業をより発展させるため

の産業政策（“back the winner”）は政府にも可能であるという見方も徐々に受け入れられつ

つある。フィリピンで活発に活動するようになったクラスターをより進化させる政策は、現

代版産業政策といえるだろう。 

 

（5）フィリピン側のオーナーシップ 

なお、産業クラスターのアプローチがフィリピンで活用できるのではないかということは、

DICCEP 以前から当時のダバオ地方局長であったクルーズ女史が考えていたという。他ドナ

ーの支援でクラスターに関する知識は得たものの、独自に実践することはできなかったとこ

ろに JICA の支援が得られたと聞く。また、他の地域でも例えばサンボアンガ地方局長はプ

ロジェクト以前より同地方で盛んなゴムのバリューチェーン関係者を回って実態を調査し

ていたという。このように DTI の ROG の現場では、地域の産業を振興するための模索が既

に始まりつつあったようだ。つまり、クラスター・アプローチに関するフィリピン側のオー

ナーシップがプロジェクト開始以前からあったということも成功の一因であったとも考え

られる。 
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